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U北洋情報システム株式会社との業務提携及び 

U株式会社ProVisionの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成17年５月19日開催の取締役会において、北洋情報システム株式会社（本社：札幌市、

代表取締役社長：村椿雅俊、以下HIS）と移動体通信端末ソフトウェア開発に関して業務提携を行うと

ともに、HISの子会社である株式会社ProVision（本社：札幌市、代表取締役社長：村椿雅俊、以下

ProVision）の株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

 

１．業務提携の内容及び株式取得の理由 

当社は、増加が続くソフトウェア開発需要に応えるために、携帯電話の組み込みソフトウェア開

発・評価で強みと実績のある HIS と業務提携を行い、今回子会社化する ProVision を通じて、HIS

の持つリソースの供給を優先的に受けることにより開発体制を強化し、受注拡大を図ります。 

移動体通信端末ソフトウェア開発業務は専門性や機密性が高く、コア・コンピタンスをそのまま

アウトソースするのは好ましくないことから、技術ノウハウの流出を防ぐために、ソフトウェア受

託開発及び技術者派遣を事業内容とする ProVision の株式を過半数取得し、同社を当社の子会社と

します。 

ProVision は、HIS からの転籍により基盤を作り、開発体制を整えるとともに、HIS のリソースの

供給窓口となります。当社は ProVision に業務案件情報を提供する一方、ProVision を通じて技術力

の高い HIS のリソースを積極的に活用し、今後更なる増加が予想される需要に対応していきます。 

 

２．業務提携先（北洋情報システム株式会社）の概要 

① 商号 北洋情報システム株式会社 

② 主な事業内容 
コンピュータ及び関連機器商品（ソフトウェア）の開発・販売、コ

ンピュータ技術者及び技能者の要員派遣 

③ 設立年月日 昭和 62 年６月 23 日 

④ 決算期 ８月 

⑤ 本店所在地 札幌市中央区北一条東二丁目５番６号 

⑥ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 村椿雅俊 

⑦ 資本の額 80 百万円 

⑧ 発行済株式総数 1,600 株 



 

⑨ 株主構成および 

所有割合 

村椿 雅俊                     402 株（所有割合 25.1％） 

東京中小企業投資育成      400 株（所有割合 25.0％） 

アイエックス・ナレッジ株式会社 320 株（所有割合 20.0％） 

⑩ 従業員数 160 名（内、技術者数 150 名、平成 17 年４月末） 

⑪ 売上高 1,697 百万円（平成 16 年８月期） 

⑪ 総資産 730 百万円（平成 16 年８月期） 

⑫ 当社との関係 
当社の外注先として取引関係があります。 

資本的、人的関係はありません。 

 

３．異動する子会社（株式会社 ProVision）の概要 

① 商号 株式会社 ProVision 

② 主な事業内容 
コンピュータ及び関連機器商品（ソフトウェア）の開発・販売、コ

ンピュータ技術者及び技能者の要員派遣 

③ 設立年月日 平成 17 年４月１日 

④ 決算期 10 月 

⑤ 本店所在地 札幌市中央区北一条東二丁目５番６号 

⑥ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 村椿雅俊 

⑦ 資本の額 20 百万円 

⑧ 発行済株式総数 400 株 

⑨ 株主構成および 

所有割合 

北洋情報システム株式会社    280 株（所有割合 70.0％） 

有限会社メディアネットワーク  100 株（所有割合 25.0％） 

森 操              20 株（所有割合 5.0％） 

⑩ 従業員数 ５名 

⑪ 総資産 20 百万円 

⑫ 当社との関係 資本的、人的、取引関係等はありません。 

 

４．株式取得の概要 

当社は ProVision の第三者割当増資 3,000 万円（600 株）を引き受けます。 

 

５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数    0 株（所有割合     0.0％） 

（２）取得株式数       600 株（取得価額  30 百万円） 

（３）異動後の所有株式数   600 株（所有割合    60.0％） 

 

６．日程 

平成 17 年５月 19 日 取締役会決議 

平成 17 年５月 19 日 業務提携契約締結 

平成 17 年６月 １日 新株式の申込期日 

平成 17 年６月 ２日 新株式の払込期日 

 

７．今後の業績に与える見通し 

今回の異動による平成 17 年 10 月期の単体及び連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


